
議題３

福岡市国民健康保険医療費適正化計画

（第2期）の中間評価について

別紙１



福岡市国⺠健康保険医療費適正計画（第２期）の概要

１ 計画の位置づけ

２ 計画期間

「福岡市国⺠健康保険医療費適正化計画（第２期）」は、保険者である福岡市が、健康・医療情報
を活⽤してPDCAサイクルに沿った効果的かつ効率的な保健事業及び医療費適正化事業の実施を図
るための計画で、「データヘルス計画」及び「給付適正化計画」で構成されます。
「データヘルス計画」と同様の保健事業実施計画である「福岡市国⺠健康保険特定健診・特定保

健指導実施計画 第三期」は、本計画において「データヘルス計画」と⼀体的に策定しました。
また、本計画は福岡市の健康増進施策の基本的な計画である「健康⽇本２１福岡市計画」と整合

性を図り、策定しました。

特定健診・特定保健指導と健康⽇本21

出典：標準的な健診・保健指導プログラム（平成30年度版）厚⽣労働省

平成30年度から令和５年度までの６年間。
令和2年度に中間評価を実施。
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データヘルス計画
１ 医療の状況
（１）医療費の現状

医療費の総額と件数は減少しているが、⼊院医療費は変わっていない。
件数では約３％の⼊院が医療費の約４５％を占めている傾向は変わらない。

※福岡市の国保

循環器系（脳⾎管疾患、⼼疾患、⾼⾎圧等）、内分泌系（糖尿病、脂質異常等）、
腎・尿路（⼈⼯透析等）の予防可能な疾患は医療費の約３割で推移している。

総医療費は被保険者数の減少
等により減少傾向にあるが、
被保険者⼀⼈当たり医療費は
増加傾向にある。1,134億円

1,100億円 1,096億円 1,093億円

331,232円 332,313円
338,732円

345,045円

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

総医療費 被保険者⼀⼈当たり医療費

※KDBシステム「健康スコアリング（医療）」

（２）疾病別医療費（全体）

（３）⼊院・外来の件数・医療費の割合

※KDBシステム「健康スコアリング（医療）」
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外来では「内分泌」、「新⽣物」、
「循環器系」の割合が⾼く、「新
⽣物」の医療費は増加傾向である。

「内分泌」では、
①糖尿病 ②脂質異常症

「循環器系」では、
①⾼⾎圧性疾患
②その他の⼼疾患（⼼不全等）
が多い。

「腎・尿路」では、⼈⼯透析の要因
になる腎不全が多い。

（５）疾病分類別医療費 ⼤分類（⼊院）

※KDBシステム「健康スコアリング（医療）」

⼊院では「新⽣物」、「循環器系」
の割合が⾼く、「新⽣物」の医療費
は増加傾向である。

「循環器系」では、
①その他の⼼疾患（⼼不全等）
②虚⾎性⼼疾患 ③脳梗塞
が多くなっている。

糖尿病、⾼⾎圧、脂質異常症などの
基礎疾患が重症化することで、医療
費が⾼くなっている。

（６）基礎疾患が重症化した疾患の新規患者数

5,872⼈ 5,636⼈
5,164⼈

4,637⼈ 4,537⼈ 4,195⼈

0⼈

2,000⼈

4,000⼈

6,000⼈

8,000⼈

H29年度 H30年度 R1年度 H29年度 H30年度 R1年度

脳⾎管疾患 虚⾎性⼼疾患
※保健事業等評価・分析システム新規患者数

脳⾎管疾患、虚⾎性⼼疾患の新規患者数は減少傾向であるが、
⼈⼯透析の新規患者数は横ばいであり、糖尿病有病率は、約8割前後で推移している。

※KDBシステム「健康スコアリング（医療）」

（４）疾病分類別医療費 ⼤分類（外来）

101⼈

125⼈

99⼈

78%

79⼈

83%

104⼈
80%

79⼈

0⼈

50⼈

100⼈

150⼈

200⼈

H29年度 H30年度 R1年度

⼈⼯透析

新規透析導⼊者のうち糖尿病有病者
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（７）基礎疾患保有患者数の推移

KDBシステム 厚労省様式3-2〜5 各年度5⽉診療分

52,796人 53,278人
51,029人

47,241人 47,697人 46,370人

27,403人 27,983人 27,319人

0⼈

10,000⼈

20,000⼈

30,000⼈

40,000⼈

50,000⼈

60,000⼈

H29年度 H30年度 R1年度 H29年度 H30年度 R1年度 H29年度 H30年度 R1年度

患
者
数

⾼⾎圧 脂質異常症 糖尿病

２ 健診の状況
（１）特定健診受診率

（２）特定保健指導実施率

H28年度 R1年度

対象者 195,530⼈ 187,830⼈

受診者 45,063⼈ 51,005⼈

受診率 23.0% 27.2%

H28年度 R1年度

対象者 5,340⼈ 6,095⼈

終了者 1,463⼈ 1,917⼈

実施率 27.4% 31.5%

※法定報告値

※法定報告値

（３）特定健診受診状況と⽣活習慣病の治療状況

特定健診受診率、特定保健指導実施率は上昇しているが、依然として低い。
⽣活習慣病治療ありの割合は、約65％と変化はないが、健診受診者が増加している。
特定健診未受診者で⽣活習慣病の治療なしの割合は約30％とほぼ変化なしだが、
この層に⽣活習慣病の⾃覚症状がないまま重症化している⼈が潜在していると考えられる。

（４）受療勧奨値該当者の健診後の受療状況

受療勧奨値該当者

健診前１年以上受療なし
健診後１年以内
治療開始者数 割合

10,368⼈ 4,544⼈ 2,009⼈ 44.2%

健診受診者 健診未受診者

受療勧奨値に該当し健
診前に受療がなかった
⼈が、健診後治療を開
始した割合は約４５％
と低い。

※H30〜R1年度レセプト，H30年度健診データ。
健診前︓健診⽉の前１年（健診⽉を含まない） 健診後︓健診⽉の後１年（健診⽉を含む）
受療対象のレセプト︓HbA1c=糖尿病のレセプト、⾎圧=⾼⾎圧のレセプト、LDL=脂質異常症のレセプト

※KDBシステム 厚労省様式5-5

糖尿病の患者数は横ばいであ
る。

基礎疾患の重症化予防が重要
特に⼈⼯透析の要因の⼀つで
ある糖尿病の重症化予防が重
要となる。
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３ 計画⽬標達成状況の評価

⽬標 基準値
H28年度

H30年度
（⽬標値）

R1年度
（⽬標値） R5年度

⽬標値
評価
（※）H30年度

（実績値）
R1年度

（実績値）

① 特定健診受診率の向上 23.0%
28.0% 30.5%

40.0% b
27.2% 27.2%

② 特定健診継続受診率の向上 61.8%
62.0% 64.0%

70.0% b
65.2% 62.8%

③ 特定保健指導実施率の向上 27.4%
30.0% 32.0%

40.0% b
31.2% 31.5%

④
未治療受療勧奨対象者の
受療率の向上 47.7%

50.0% 52.0%
60.0% ※

44.2% ※未確定

⑤ HbA1c7.0以上の割合の減少 4.2%
4.1% 4.0%

3.6% d
4.0% 5.1%

⑥ Ⅱ度⾼⾎圧以上の割合の減少 4.6%
4.5% 4.4%

4.0% a
4.5% 4.3%

⑦
LDLコレステロール180以上の
割合の減少 5.2%

4.9% 4.6%
3.4% b

5.6% 5.1%

⑧ 脳⾎管疾患新規患者割合の減少 49.7%
47.0% 45.0%

37.0% a
46.4% 44.4%

⑨ 虚⾎性⼼疾患新規患者割合の減少 39.6%
38.0% 37.0%

33.0% a
36.9% 36.1%

⑩ ⼈⼯透析新規導⼊患者割合の減少 19.8%
18.0% 17.0%

13.0% b
24.6% 19.3%

⑪
医療費に占める
⼊院医療費の割合の減少 44.3%

国平均を⽬指す
- c41.1％ 41.0％

44.7% 44.4%

⑫ ⼀⼈当たり医療費の伸び抑制 1.3%
前年度⽐2%以内に抑える

- a
1.9% 1.9%

短

期

的

⽬

標

中

⻑

期

的

⽬

標

（１）計画⽬標の達成状況の評価

⽬標を達成している ⽬標を達成していないが、
達成にむけた変化がみられる ⽬標値との乖離が⼤きくなっている

評価 説明
a 直近実績値が⽬標を達成している
b 直近実績値が⽬標を達成していないが、達成に向けた変化が⾒られる
c 変化なし
d 計画策定時よりも、⽬標値との乖離が⼤きくなっている
e 評価困難（直近実績値が把握できない）

（※）基準値（平成28年度）と直近実績値を⽐較。 5



４ 課題と今後の重点的な取組み

（２）個別事業評価

実施事業 短期⽬標 評価（※）

（１） 特定健診未受診者対策事業 健診受診率の向上
継続受診率の向上 B

（２） 特定保健指導事業 特定保健指導実施率の向上 B

（３）
⽣活習慣病重症化予防事業
（⽣活習慣病重症化予防事業・
糖尿病性腎症重症化予防事業）

ア）検査データの改善
イ）医療機関受療率の向上 B

（４） ⽣活習慣改善推進事業
（早期介⼊事業）

ア）⽣活習慣の改善
イ）検査データの改善 B

（５） 健康教育・
ポピュレーションアプローチ

「健康⽇本21福岡市計画」と整合性を図り、
今後も推進

（１）特定健診・特定保健指導の強化
詳細は「特定健診・特定保健指導実施計画」に記載。

（２）⽣活習慣病重症化予防の強化
⼈⼯透析の新規患者割合は減少傾向も⽬標達成に⾄っていない。
令和元年度のHbA1c7.0以上の割合は増加している。
糖尿病性腎症重症化予防事業（治療中断者・健診後未治療者）の強化。
⼼疾患や脳⾎管疾患の医療費が⾼い。
【新規】⼼電図有所⾒者（⼼房細動）、Ⅰ度⾼⾎圧該当者（収縮期⾎圧140以上160未満
または拡張期⾎圧90以上100未満）への介⼊の実施。

（３）⾼齢者の保健事業と介護予防の⼀体的実施の推進
保健事業と介護予防事業は担当部署が異なるため、⼀体的に実施できていない。
⽣活習慣病重症化予防を国保と後期⾼齢者医療で切れ⽬なく実施。
介護予防部⾨、健康増進部⾨と連携し、保健事業と介護予防を体系的に推進。

（４）がん検診の推進
「新⽣物」の医療費は増加傾向にある。
健康増進部⾨と連携したがん検診の普及啓発や、受診勧奨の実施。

（５）⻭科（⻭周病）に関する取組みの推進
糖尿病は⻭周病の発症や進⾏に影響を及ぼし、⻭周病は⾎糖コントロールに悪影響を及ぼす
ため、定期的な⻭科受診が望ましいが、糖尿病の診断を受けている⼈の⻭科受診は5割程度で
ある。
⽣活習慣病重症化予防事業における⻭周病予防の啓発の実施。
健康増進部⾨と連携した⻭科健診の受診勧奨や⻭周病予防の啓発の実施。

※評価 Ａ︓継続 Ｂ︓要改善 Ｃ︓中⽌
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給付適正化計画

【ジェネリック医薬品使⽤割合の向上】

【頻回受診者数の減少】

【レセプト内容点検効果率の向上】

【重複服薬者数の減少】

年度 H29年度 H30年度 R1年度 R5年度

目標
122人

前年度比３％の減

実績 73人 79人 -

年度 H29年度 H30年度 R1年度 R5年度

目標
2,091人

前年度比３％の減

実績 2,086人 2,024人 -

ジェネリック医薬品の使⽤割合は平成29年度と
⽐較して向上しているが、⽬標は達成していない。

【今後の取組み】
普及率が低い対象者や医薬品等の分析をもとに、

効果的な啓発を検討・実施する。

頻回受診者は平成29年度と⽐較して減少している。

【今後の取組み】
重複受診者は、重複・多剤投与者対策とあわせた

取り組みを実施する。
頻回受診者は、引き続き保健師等の訪問健康相談

により受診の適正化を図る。

重複服薬者は平成29年度と⽐較して減少している。

【今後の取組み】
引き続き、服薬情報通知により、医療機関等への

相談を促すことで、服薬状況の改善を図る。
繰り返し対象となる⼈や改善が⾒られない⼈への

取組みを検討する。

レセプト内容点検効果率は⽬標を達成していな
いが、福岡県も低下傾向にある。

【今後の取組み】
引き続き、⾼額レセプトの重点点検や点検シス

テムの活⽤により、効果的な点検に取り組む。

柔道整復療養費（総費⽤額）の適正化につい
て、⽬標を達成し、順調に推移している。

【今後の取組み】
引き続き、柔道整復療養費⽀給申請書の内容

点検や広報・啓発を実施し、適正化を図る。

年度 H29年度 H30年度 R1年度 R5年度

目標 1,246,154
千円

前年度比２％の減

実績
1,102,624
千円

1,031,287
千円

-

【柔道整復療養費の減少】

年度 H29年度 H30年度 R1年度 R5年度

福岡市
目標

0.22%
0.21％ 0.22％ 0.26％

実績 0.17％ 0.17％ -

福岡県 0.25％ 0.20％ 0.17％ -

全国 0.17％ 0.18％ - -

１ ジェネリック医薬品の普及促進

２ 重複頻回受診者対策

３ 重複・多剤投与者対策

４ レセプト点検

５ 療養費の適正化

年度 H29年度 H30年度 R1年度 R5年度

目標
73.3％

74％ 77％ 86%

実績 74.2% 76.5% -
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特定健診・特定保健指導実施計画
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39歳以下

11.2%

40-49歳

49.6%

50-59歳

18.9%

60-69歳

15.2%

70歳以上

5.2%

特定健診・特定保健指導実施計画
１ 特定健診の状況

（１）受診率の推移 （２）継続受診率の推移

平成27年度以降上昇しているが、政令市平均を
下回っている。

２年連続で受診した⼈の割合は上昇傾向にあったが、
令和元年度において低下している。

課題と今後の取組み

（２）特定健診以外の検査データの活⽤

（３）受診しやすい仕組みづくり

全体の受診者に対し、みなし健診受診者が2.6％を占めている。
特に医療情報収集事業の効果が⼤きい。

WEB利⽤者は、約22％を占め、その約80％が60歳未満である。

29.0% 29.2% 30.1% 31.1% 30.7%

21.6% 23.0%
25.7% 27.2% 27.2%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度
政令市 福岡市

 受診率は、年々上昇しているものの、政令市平均を下回っている。
 健診受診を定着させるためには、継続受診率を上昇させる⼯夫が必要。
 個別勧奨の⼀層の⼯夫を図るなど、効果がみられた取組みの充実を図る。
 未受診者については、特定健診以外のデータの活⽤により受診率の向上を図る。
 ＷＥＢ予約の利便性の向上、新たな受診機会の確保など、受診しやすい仕組みづくりを進める。

予約⽅法 利⽤⼈数 割合
WEB 716⼈ 21.8%
電話 2,565⼈ 78.2%

集団健診のＷＥＢ予約開始（R元年12⽉〜）

未受診者で治療中の⼈の検査データを収集し、特定健診を受診済みとみなす医療情報収集事業を開始（R元年度〜）

（１）効果がみられた取組みの充実（ＤＭの効果）
受診動機 Ｈ30年度 Ｒ1年度

市からのハガキ（DM） 34.3％ 36.9%
令和元年度は市からのハガキによる受診者が2.6％増加。

69.8% 70.0% 69.1% 71.4%
67.5%

60.1%
61.8%

64.3% 65.2%
62.8%

58.0%

62.0%

66.0%

70.0%

H26-H27 H27-H28 H28-H29 H29-H30 H30-R1
福岡県 福岡市

Ⅰ 受診率

Ⅱ 主な取組み

受診者 51,005⼈
みなし健診受診者 1,303⼈

受診者に対するみなし健診の割合 2.6%
特定健診受診率への影響 +0.7%

加⼊保険に関係無く、出かけるついでに気軽にさまざまな健診を受診できる「よりみち健診」を開始（H29年度〜）

H29年度 H30年度 R１年度
実施ヵ所数 2ヵ所 6ヵ所 8ヵ所
受診者数 42⼈ 353⼈ 434⼈
保険者数 ５団体 20団体 33団体

実施か所数の増加に伴い、受診者が増加。

【WEB予約の年代別利⽤状況】

【みなし健診受診者の内訳】

医療情報収集事業
72.5%

⼈間ドック
2.4%

その他健康診断
25.1%
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２ 特定保健指導の状況

（１）実施率の推移

実施率の政令市⽐較では、⾼い⽔準となっている。

平成30年度は、実績評価時期の変更や特定保健指導
の弾⼒化等、国の制度改正が実施されたこともあり、
実施率が上昇している。

（１）会場別実施状況

対象者が最も多い医療機関での実施率が低く、
低迷が続いている。

（２）特定保健指導実施率低下の理由 （３）特定保健指導実施率向上に向けた必要な施策

特定保健指導では、受診者のリスクに応じ、医師・保健師等が以下の⽀援を実施する。
・動機付け⽀援︓リスクが現れ始めた⼈に、初回⾯接を実施。３か⽉後に評価を⾏う。
・積極的⽀援 ︓リスクが重なる⼈に、上記に加えて電話等での継続⽀援を実施。

３か⽉後に評価を⾏う。

課題と今後の取組み
資料︓よかドックに関するアンケート調査

12.7%
15.9% 16.4% 17.2% 16.6%

33.9%

27.4% 27.5%
31.2% 31.5%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度
政令市 福岡市

 実施率は政令市より⾼い⽔準で推移しているが、対象者が最も多い医療機関での実施率が低い。
 実施率低下の理由や必要な施策として、医療機関の負担軽減に関する意⾒が多い。
 特定保健指導未利⽤者に対して、利⽤勧奨の強化を図る。
 福岡市の実施⽅式の⾒直しについて検討を図るとともに、情報通信技術を⽤いた特定保健指導遠隔
実施の導⼊など、対象者が保健指導を受けやすくする⼯夫を検討する。

89.4% 88.7% 86.7% 84.5%

71.2%

46.3% 48.6%
56.3%

64.6%

52.0%

29.0% 25.5% 26.4%
38.1% 37.2%

19.3% 16.1% 16.4% 19.2% 18.8%
0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R１年度

保健福祉センター 健診事業者 健康づくりサポートセンター 医療機関

対象者数 終了者 実施率

保健福祉センター 1,030⼈ 733⼈ 71.2%

医療機関 4,979⼈ 935⼈ 18.8%

令和元年度（実績値）

【会場別実施状況の５か年推移（実績値）】

Ⅰ 実施率

Ⅱ 福岡市の現状

【福岡市の実施⽅式】健診を⾏った機関が動機付け⽀援を実施する。

回答割合

対象者が保健指導を希望しないため 45.9%
保健指導に要する時間が⻑い等で、
診療業務との両⽴が困難なため

30.4%

適切なマニュアル・資料等が不⾜しているため 11.3%

従事者が不⾜しているため 9.3%

従事者のスキル不⾜のため 3.1%

特定保健指導実施率低下の理由 回答割合
健診実施機関が動機付け⽀援までを⾏う⽅式を⾒直し、
医療機関の負担を軽減する

35.9%

市⺠啓発の徹底 23.6%

マニュアル・資料の提供 22.2%

ITなどを⽤いた遠隔で保健指導ができる仕組みの導⼊ 10.1%

従事者へのスキルアップ研修 8.2%

特定保健指導実施率向上策
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